






















革法の 3 つの法律が成立した。特筆すべきはこの 3 つともに技術と安全保障を
めぐる側面が含まれていたことである。国防授権法（National Defense 
Authorization Act）は次年会計年度の国防予算の大枠を決める法だが、2019
年度については総額 7,170 億ドル（約 79 兆円）となり、国防費の増強のほか、
中国の通信機器大手、中興通訊（ZTE）及び華為技術（ファーウェイ）(1)との
契約を米政府に禁じる規定が織り込まれた。外国投資リスク審査近代化法（The 
Foreign Investment Risk Review Modernization Act, FIRRMA）は、外国企
業の対米投資を審査する外国投資委員会（The Committee on Foreign 











































































投資から得る利益によるものであり、2016 年度は 7 兆 4,573 億円と 2007 年度
























































































































































































1992 年調印のマーストリヒト条約によって成立した EU は、2019 年 2 月現
在 28 の加盟国で構成される欧州の地域統合体である。EU では、その前身 EC
（European Community、欧州共同体）が拡大、深化していく中で、通商、農
業のほか、金融サービス、情報通信、運輸、エネルギー、保健・衛生、社会保





EU によれば「第 3 国からの直接投資は成長と雇用の源」であり(33)、EU はス
トック・フローともに投資元、受け入れ側としても世界最大の投資主体となっ
ている(34)。 
 EU の対外投資の規模は 6.9 兆ユーロ（約 905 兆円）で、EU が一年で創出




 EU の投資政策の文脈で無視できないのが、2008 年リーマンショック以降欧
州が直面している経済停滞である。EU の共通通貨であるユーロは 2006 年半ば
から 2008 年半ばまでユーロ・バブルと称されるほどの対米ドル高値を記録し
たが、2008 年 9 月のリーマンショック発生とともにバブルが崩壊した。結果、
欧州の金融機関が経営危機に陥り、欧州短期金融市場の機能不全などの金融危















ドイツほどではないがいずれも 1999 年～2011 年にかけて徐々に域外依存度が
高まったが、特にドイツは EU 域内でもユーロ圏外の新興国であるポーランド
やチェコ、EU 域外では中国との貿易を増加させた(40)。 
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 こうした中、2014 年 2 月～3 月にロシアがクリミア・セヴァストポリを編入
し、クリミア危機が発生、EU とロシアの関係が悪化する。2014 年 7 月 31 日
には、ロシアの金融、エネルギー、防衛産業の EU 市場へのアクセス制限や、
軍事・非軍事双方の目的で併用可能な「デュアル・ユース（二重用途）品目」























年 12 月には、英国旧国営通信企業である BT（旧 British Telecom、ブリティッ
シュテレコム）が華為技術をトランスミッション機器のベンダーに指定したが、
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して外交問題化させることを回避しつつ、技術面でのセキュリティを担保する
ための折衷案として、2010 年に政府下に華為サイバーセキュリティ評価セン


















（National Cyber Security Centre, NCSC）が ZTE の機器を使用することの
危険性について情報通信企業に向けて警告を発出している。2018 年 7 月には、
HCSEC の第 4 次年次報告書が発表され、華為技術の製品製作過程に技術的な
問題があり、英国の安全保障に対して脅威となるリスクが指摘された。 
 他方で英国には、米国の CFIUS に相当する外国企業による対内投資に対す
る審査を一括で担う機関は存在しない。そのため 2017 年 10 月に広く国民に対
するヒアリングが行われ、2018 年 6 月には 2002 年企業法が改正、企業合併の
際は軍事・デュアルユース関連および先進技術関連の中小企業も審査対象にな
ることが追加された。これにより、対象企業の総売上が 100 万英ポンド（改正
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が 2017 年 1 月に対欧州中国投資に関する調査報告を発表し、2016 年の中国対
外投資が 2,000 億米ドルに達し、とりわけ EU に対しては直接投資額が大幅に














グループ買収（9.25 億ユーロ）。2016 年 12 月には福建芯片投資基金（Fujian 







る。中国は 2012 年から中・東欧 16 ヵ国との協力体制「16+1 協力」を開始、
以降毎年「16+1 サミット」を開催している。これらの 16 カ国の共通点は、ロ
シアと西欧の間という戦略的に重要な位置にありながら、政治・経済的には脆
弱な傾向がみられることである。また 16 カ国のうち 11 カ国が EU 加盟国であ
る。したがって中国にとって中・東欧は、「一帯一路」における戦略的位置にあ
るほか、高技能で安価な労働力源、開かれた貿易・投資環境であり、欧州参入
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の新たなエントリーポイントとして目されている(50)。2016 年ラトビア・リガ
で開催された同サミットでは、李克強首相によって 100 億ユーロ（約 1.3 兆円）
のインフラ、および生産能力向上事業に対する投資基金が設置された。 









欧州全体の「分割統治（divide and rule）」を試みているのではと懸念している (53)。
現に EU 加盟候補国、NATO 加盟国であるモンテネグロは、83 億ユーロ相当
の山岳高速道路の建設のため中国から GDP の 21％に相当する巨額融資を受け
ており、債務返済不可能に陥りハンバントタ港を中国国有企業へ引き渡したス
リランカの二の舞を演じるのではと問題視されている。経済的関係は政治的関
















































点として追加された。続いて 6 月には、加盟国の EU 大使一同が欧州委員会の
投資審査提案の立場に同意、欧州議会との議論を早急に開始するよう議長国（当
時ブルガリア）に要求した。 
 同年 7 月には、第 1 回欧州議会、欧州委員会、欧州連合理事会（閣僚理事会）
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12 月 11 日、上記の合意を欧州議会の国際貿易委員会が承認、今後、欧州議
会と欧州連合理事会が承認手続きを終え次第、上記の審査制度が実施されるこ
とになる。 













が求められる度合いも異なっている。現にイタリアは、2018 年 2 月の経済・
産業大臣による審査枠組み要求書簡をドイツ、フランスと合同で発出するなど、
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中国企業による投資に対しより強く EU が介入することを望んでいたが、3 月
に総選挙が行われ６月に反体制派政党「五つ星運動」と右派政党「同盟」が閣
僚を占めるポピュリスト政権が誕生すると、中国に対してもより親和的な立場














2018 年 9 月 20 日にモゲリーニ欧州委副委員長兼 EU 外務・安全保障政策上級
代表、ブルク欧州委運輸コミッショナーによって発表された「サステイナブル・


















































で機密情報を共有する 5 カ国の枠組み「ファイブ・アイズ（Five Eyes）」に日
本が積極連携するという取り組みは歓迎すべきである。華為製品の第 5 世代
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